別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：消防指導費
	事業名: 岐阜県消防・医療連携協議会運営費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　知事直轄　危機管理部門　消防課　消防担当　電話番号：058-272-1111（内2471）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11193@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：2,114千円（前年度予算額：740千円）

	事業内容


	１　事業の内容


1 事業目的

地域における現状の医療資源を前提に、消防機関と医療機関の連携体制を強化し、医学的観点から質が高く、かつ傷病者の状況に応じた適切な搬送及び受入体制の構築を目指す。
2 事業内容・積算内容
県が設置する「消防・医療連携協議会」で消防機関と医療機関の連携体制に関する新たな課題や、事案の調査及び検証を行い、救急搬送・受入れの実施基準の改善を図る。
○岐阜県消防・医療連携協議会作業部会、同協議会広域連携部会経費

　・位置づけ：消防法第３５条の８第１項による協議会

　・内容：適切な救急搬送を目的に行う、医療機関と消防機関との意見交換及び連携
の実施
○先進地事例調査

　救急医療情報システムの先進地の事例調査
　

	２　所要経費


　 ○岐阜県消防・医療連携協議会運営経費（１回）　160千円　
　 ○岐阜県消防・医療連携協議会部会経費（４回）　801千円
　 ○地域検討会経費　　　　　　　　　　（１回）　479千円

　 ○事後検証データベース　　　　　　　　　　　　532千円

　 ○先進地事例調査など　　　　　　　　　　　　　142千円

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり

２　地域医療の体制と医師・看護職員を確保する
　  ・地域医療連携体制を構築する
　

	２　これまでの取組状況


　消防機関と医療機関の連携を目的とした消防法改正（施行期日H21.10.30）に基づき、都道府県は消防機関と医療機関の連携を推進するための仕組みとして救急搬送・受入れの円滑な実施を図るための基準策定が義務づけられた。岐阜県は平成22年度策定予定。
	３　これまでの取組に対する評価


　当県では救急搬送・受入れの基準を平成22年度策定予定であり、消防機関と医療機関との連携体制の強化に貢献している。

しかし、この実施基準は、実効性が高いことが常に求められるため、策定後も都道府県において、事案の調査及び検証を行いながら、実施基準の改善を図る必要がある。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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